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第１章 基本事項 

１．計画の背景 

(１) 地球温暖化問題 

地球温暖化とは、森林破壊や化石燃料の消費等の人間活動により、二酸化炭素

などの大気中の温室効果ガスの濃度が増加することにより地表面の温度が上昇

する現象である。 

地球環境への影響としては、①水の問題（海面上昇に伴う陸地の減少や水不足、

洪水等）②自然への影響（生態系への影響、砂漠化の進行、森林火災等）③暮ら

しへの被害（農業への打撃、マラリアなどの感染症発生数の増加）などが挙げら

れており、その結果とり返しのつかない影響が予測されています。 

(２) 地球温暖化防止に向けた国際的な動向 

国際的には１９９２（平成４）年に「国連気候変更枠組条約」が採択され、同

年に国連環境開発会議（地球サミット）において日本を含めた１５５ケ国の署名

により同条約が発効した。これを受けて、１９９５（平成７）年にドイツのベル

リンにおいて第１回締結国会議（ＣＯＰ１）が開催されて以来、毎年国際的な議

論が行われました。その後、１９９７（平成９）年１２月に第３回締結国会議 

 （ＣＯＰ３）が京都で開催され、京都議定書が採択されました。 

そのなかで２００８（平成２０）年から２０１２（平成２４）年を第１約束期間

とし、我が国においては温室効果ガスの総排出量を１９９０（平成２）年度比で 

６％削減する目標が定められました。京都議定書は２００５（平成１７）年２月 

１６日に発効され、それを機に活発な議論や行動が世界中で毎年行われました。 

そして、２０１５（平成２７）年１１月にフランス・パリで第２１回締約国会

議 （ＣＯＰ２１）が開催されました。途上国への資金援助の問題など、難航する

場面もありましたが、京都議定書と同様に法的拘束力を持つ協定としてパリ協定

が合意されました。主な中身は以下のとおりです。①世界全体で温室効果ガス排

出量を今世紀後半にゼ ロとしていくという長期目標を掲げ、その目標下で世界の

平均気温上昇を産業革命前と比べて２度未満に抑えること。また、気候変動を受

けやすい国への配慮として、１．５度以内に抑えることも数値として盛り込まれ

ました。②２０２０（平成３２）年以降に排出量削減目標の見直しを５年ごとに

行う。 

  ③資金援助については、先進国が主導して行っていくと同時に、途上国も他の途

上国に対して自主的に行うこと。 

   このように、地球温暖化の解決への糸口として歴史的な合意が得られましたが、

今後においては各国の自主的な取組みがいかに行われていくかにかかっています。 
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（３）日本の取組み 

国際的な動向を踏まえ、我が国では国・地方公共団体・事業者・国民それぞれ

の責務を明確にし、事業者による策定報告公表制度、各主体の取組みを促進する

ために、１９９８（平成１０）年１０月には「地球温暖化対策の推進に関する法

律」が公布され、同年４月に施行されました。具体的な取組みについては、１９

９８（平成１０）年１０月に公布、翌年４月に施行された「地球温暖化対策推進

大綱」（旧大綱）そして、２００２（平成１４）年３月に策定された新大綱をも

とに進められていました。その後、１９９７（平成９）年に地球温暖化防止京都

会議（ＣＯＰ３）が開催され、京都議定書が採択されました。さらに、２００５

（平成１７）年 ４月に「京都議定書目標達成計画」が策定されたことにともない、

１９９０年度 比６％削減の目標値が設定され、目標達成に向け基本的な方針が示

されました。そのなかで、地方公共団体の役割に期待されているのが現状です。 

     ところが、２０１１（平成２３）年に東日本大震災が発生し、目標値の見直し

が必至な情勢となりました。そのような情勢下で毎年、締約国会議（ＣＯＰ）で 

  各国の議論が交わされましたが、２０１５（平成２７）年にフランス・パリで 

  ＣＯＰ２１が開催され、パリ協定が合意されたことにより、世界全体の温室効果

ガス排出量を今世紀後半には実質的にゼロとしていく目標に向けて、我が国にお

いても更なる自主的な取組みが求められています。 
  

  参 考 

地球温暖化対策の推進に関する法律（抜粋） 

   （地方公共団体実行計画等） 

  第２０条の３ 都道府県及び市町村は、京都議定書目標達成計画に即して、当該 

   都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並 

   びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関す計画（以下この条において、 

   「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

  ２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

   一 計画期間 

   二 地方公共団体実行計画の目標 

   三 実施しようとする措置の内容 

   四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

  ８ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定し、又は変更したとき 

   は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

  10 都道府県及び市町村は、毎年一回地方公共団体実行計画に基づく措置の実施 

    の状況（温室効果ガスの総排出量を含む。）を公表しなければならない。 
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京都議定書目標達成計画（抄） 

〇目標 

・温室効果ガスの総排出量に関する数量的な目標と達成期限を掲げる。 

○対象範囲 

 ・地方公共団体においては、庁舎等におけるエネルギー消費のみならず、廃棄物処 

理事業、上下水道事業、公営の公共交通機関、公立学校、公立病院等の運営とい

った事業からの排出が大きな割合を占める場合がある。このため、こうした事業

についても対象とする。 

 ・特に、庁舎等の使用電力について、省ＣＯ２化を図る。 

〇評価体制 

・定期的に実施状況の点検を行い、その結果を公表する。 

・点検結果の公表に当たっては、総排出量のみならず､取組み項目ごとの進捗状況､ 

   施設単位あるいは組織単位の進捗状況について目標値や過去の実績値等との比 

較を行うなどの評価を行い、これを併せて公表する。 

   

ＣＯＰ２１とパリ協定合意内容（抄） 

〇国際レベルで行うこと 

 ・世界目標の設定を行う。 

  ・資金については先進国が主導して援助を行うが、新興国等にも援助を奨励する｡ 

 ・２０２３年を初年とし、５年ごとに長期目標に対する世界全体の進捗状況を確認 

  する。 

〇長期目標 

 ・平均気温の上昇を産業革命前と比較し２度未満に抑える。（１．５度にも言及） 

 ・今世紀後半には温室効果ガス排出量を実質的にゼロとしていく。 

〇各国の責任 

 ・５年ごとに排出量削減目標の見直しを行う。前期よりも進展した目標を掲げるこ

と。 

 

２．計画目的 

   本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」という。）第２０条

の３第１項に基づき都道府県及び市町村が策定を義務付けられている。温室効果ガ

スの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以

下「実行計画」という。）として策定するものである。三芳町の事務及び事業の実

施に当たって、本計画に基づき温室効果ガス排出量の削減目標の実現に向けてさま

ざまな取組みを行い、地球温暖化対策の推進を図ることを目的とする。 
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３．基準年度・計画期間・目標年度 

   基準年度を平平成成２２６６年年度度とし、計画期間を平平成成２２７７年年度度～～平平成成３３１１年年度度

の５年間とする。 

  目標年度については、平平成成３３１１年年度度とする。 

   なお、実行計画の実施状況や技術の進歩、社会情勢の変化のより、必要に応じ

て見直しを行うものとする。 

※基準年度とは、各年度における温室効果ガス排出量の増減を比較検討するた

めの基準として、各地方自治体が独自に設定する年度をいう。 

 

４．対象範囲 

 実行計画は、本町が行う全ての事務・事業とし、出先機関等を含めた全ての組織及

び施設を対象とする。指定管理者制度等により、外部委託を実施している事務事業も

対象とする。また、公共施設利用者については、本実行計画の趣旨に沿った取組みを

実践するよう協力を要請する。 

 なお、一般廃棄物（可燃ごみ）の焼却も、本来は温室効果ガス算定の対象となるが、

ふじみ野市との広域で行っており、本町の公共施設で処理しているものではないこと

から、本計画では調査対象としない。ただし、ふじみ野市の温室効果ガス削減のため、

ごみの減量化に努めるものとする。 

（対象施設一覧） 

施  設  名 施  設  名 

役場庁舎 小学校（５校）・中学校（３校） 

役場出張所（２か所） 中央図書館 

保健センター 公民館（３か所） 

ふれあいセンター・太陽の家 
総合体育館･総合運動場･弓道場･多目

的広場 

精神障害者支援センター･就労センターｰ 歴史民俗資料館・旧島田家住宅 

保育所（２か所）・みどり学園 文化会館 

児童館（３か所）･子育て支援センター 浄水場 

学童保育室（５か所） 学校給食センター 

清掃工場 農業センター 

各行政区集会所・防犯灯・道路照明灯・公園外灯は対象外とする。 
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５．対象とする温室効果ガス 

 本町実行計画で、削減対象とする温室効果ガスは、法律で定められた削減対象とな

る、６種類のガスのうち二二酸酸化化炭炭素素とする。 

※６種類の温室効果ガス 

種   類 主 な 発 生 源 

二酸化炭素（ＣＯ２） 

産業、民生、運輸部門などにおける燃料の燃焼に

伴うものが全体の９割以上を占め、地球温暖化へ

の影響が最も大きい。電気、ガス等の使用や冷暖

房・給湯のためのボイラー使用、自動車の走行等

により発生する。 

メタン（ＣＨ４） 

稲作、家畜の腸内醗酵などの農業部門から出るも

のが半分を占め、自動車の走行や、一般廃棄物の

埋立や焼却からも発生する。 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 
燃料の焼却に伴うものが半分以上を占め、自動車 

の走行によっても排出される。 

ＨＦＣ類(ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

類) 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや冷蔵庫

の冷媒などに使用されている。 

ＰＦＣ類(ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類) 電子部品や半導体製品の洗浄に使用されている。 

六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 変電設備に電気絶縁ガスとして使用されている。 

 

※「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２条第３項では、上記表 6 物質が温室効

果ガスとして 削減の対象となっています。しかし同法に基づく策定マニュアルで

は「人口の少ない市町村（例えば、人口５万人以下の市町村などは（中略）二酸化

炭素の排出量を把握し、その他の温室効果ガスについてはできる範囲で把握する」

とされており、本町はこの規模に該当することから、本計画では二酸化炭素のみと

し、重点的な対策をとることとした。  
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６ 第１期実行計画の概要と削減実績 

（１）策定時期 

平成２２年３月 

 （２）計画期間 

平成２２年度から平成２６年度 

 （３）対象となる範囲 

全ての課・施設等における事務・事業 

 （４）削減目標 

平成２６年度における二酸化炭素排出量を、基準年度である平成２０年度に

比べて６％削減する。 

 （５）目標達成状況 

※６種類の温室効果ガス 

種   類 主 な 発 生 源 

二酸化炭素（ＣＯ２） 

産業、民生、運輸部門などにおける燃料の燃焼に

伴うものが全体の９割以上を占め、地球温暖化へ

の影響が最も大きい。 

メタン（ＣＨ４） 

稲作、家畜の腸内醗酵などの農業部門から出るも

のが半分を占め、自動車の走行や、一般廃棄物の

埋立や焼却からも発生する。 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 
燃料の焼却に伴うものが半分以上を占め、自動車 

の走行によっても排出される。 

ＨＦＣ類(ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

類) 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや冷蔵庫

の冷媒などに使用されている。 

ＰＦＣ類(ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類) 電子部品や半導体製品の洗浄に使用されている。 

六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 変電設備に電気絶縁ガスとして使用されている。 

※「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、上記表 6 物質が温室効果ガスと

して削減の対象となっています。しかし同法に基づく策定マニュアルでは「人口

の少ない市町村（例えば、人口５万人以下の市町村などは（中略）二酸化炭素の

排出量を把握し、その他の温室効果ガスについてはできる範囲で把握する」とさ

れており、本町はこの規模に該当することから、本計画では二酸化炭素のみとし、

重点的な対策をとることとした。 
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ＥＸＳＥＬＬが入る 

以下このページは無効 

 

 

 二 酸 化 炭 素 排 出 量 割合 

燃

料 

灯油 ４６．０５ｔ―ＣＯ２ ２．４％ 

Ａ重油 １５０．３８ｔ―ＣＯ２ ７．８％ 

ＬＰＧ（液化ｓ期油ガス） １３．５６ｔ―ＣＯ２ ０．７％ 

都市ガス ５９．８８ｔ―ＣＯ２ ３．１％ 

自

動

車

燃

料 

ガソリン ５５．２１ｔ―ＣＯ２ ２．９％ 

軽油 ８．７１ｔ―ＣＯ２ ０．５％ 

天然ガス １．５９ｔ―ＣＯ２ ０．１％ 

電    力 １，５８０．５３ｔ―ＣＯ２ ８２．５％ 

合    計 １，９１５．９１ｔ―ＣＯ２ １００．０％ 

 

電力

軽油

ガソリン

都市ガス
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Ａ重油
灯油

灯油

Ａ重油

ＬＰＧ

都市ガス

ガソリン

軽油

天然ガス

電力

 



 

第２章 二酸化炭素の排出状況及び削減目標 

 

１．基準年度の二酸化炭素排出量 

 本町の事務・事業における基準年度の二酸化炭素総排出量は１，９１５．９１ｔ―

ＣＯ２である。 
 

区  分 総排出量（ｔ－ＣＯ２） 

二酸化炭素 １，９１５．９１ｔ―ＣＯ２ 

 

２．要因別の排出状況 

 基準年度である平成２６年度の二酸化炭素排出量を排出要因別に見ると、他人から

供給される電力の使用に伴って排出される二酸化炭素が全体の８２.５％を占め、次い

でＡ重油の使用が７．８％となっている。 

 

 二 酸 化 炭 素 排 出 量 割合 

燃 

 

料 

灯油 ４６．０５ｔ―ＣＯ２ ２．４％ 

Ａ重油 １５０．３８ｔ―ＣＯ２ ７．８％ 

ＬＰＧ（液化石油ガス） １３．５６ｔ―ＣＯ２ ０．７％ 

都市ガス ５９．８８ｔ―ＣＯ２ ３．１％ 

自 

動 

車 

燃 

料 

ガソリン ５５．２１ｔ―ＣＯ２ ２．９％ 

軽油 ８．７１ｔ―ＣＯ２ ０．５％ 

天然ガス １．５９ｔ―ＣＯ２ ０．１％ 

電    力 １，５８０．５３ｔ―ＣＯ２ ８２．５％ 

合    計 １，９１５．９１ｔ―ＣＯ２ １００．０％ 

 

 

 

－８－ 



 

 

単位 ｔ－ｃo2 

３．削減目標 

 平成２６年度を基準年度として、計画期間の最終年度である平成３１年度の二酸化

炭素排出量を、６６％％削減することを目指す。 

 
 
 

区 分 
基準年度排出量 

平成２６年度 

削減

目標 

目標年度排出量 

平成３１年度 

二酸化炭素（ＣＯ２） １，９１５．９１ｔ－ＣＯ２ ６％ １，８００．９６ｔ―-ＣＯ２ 

 

第３章 具体的な取組み 

 

１．施設設備の改善等 

□施設の新築、改築をするときは、環境に配慮した工事を実施するとともに、環境

負荷の低減に配慮した施設等を整備し、適正な管理に努める。 

 □断熱性能に優れた窓ガラス（ペアガラス、二重ガラス等）を導入する。 

 □照明器具を取り替えるときにはＬＥＤ式照明等の省エネルギー型の器具にする。

□公用車の更新時に、小型車や低燃費車、ハイブリッドカーの導入を図る。 

 □公共施設の緑化を推進する。 
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２．物品購入等 

□電気製品等の物品の新規購入、レンタルをするときには、省エネタイプで環境負

荷の少ないものの購入を図る。 

 □事務用品は、詰め替えやリサイクル可能な消耗品を購入する。 

 □環境ラベル（エコマーク、グリーンマーク等）対象製品を購入する。 

３．その他の取組み 

（１）電気使用量の削減 

□効率的・効果的な事務処理に努め、夜間の残業の削減を図り照明の点灯時間の   

削減に努める。 

 □施設の冷房は２８度、暖房は２０度に設定し、利用状況に応じた管理を行う。 

 □昼休みの消灯や時間外の不必要箇所の消灯を行う。 

□トイレ、湯沸室等に利用者がいない場合は消灯する。 

□退庁時に身の回りの電気器具の電源が切れていることを確認する。 

□週末は電気機器のコンセントからプラグを抜き待機電力等の削減に努める。 

□ＯＡ機器等の電源をこまめに切るように努める。 

（２）燃料使用量の削減 

 □急発進・急加速はしないなどエコドライブに努める。 

 □車輌を適正に整備・管理し、排気ガスの削減に努める。 

 □公用車から離れるときは必ずエンジンを切り、無駄なアイドリングは控える。 

（３）ゴミの減量、リサイクル 

 □物品の再利用や修理による長期利用に努め、ゴミの減量化を図る。 

 □廃棄物の分別排出の徹底に努める。 

 □使い捨て容器の購入は極力控える。 

（４）用紙類 

 □両面印刷、裏面コピーを徹底し、用紙の削減に努める。 

 □パソコンで見られる情報はプリントアウトしないようにする。 

 □メールを活用し、ＦＡＸ等の使用を控える。 

 □再生紙の購入に努める。 

（５）水道 

 □日常的に節水を心がける。 

 □自動水栓、節水コマなどの節水型機器の導入に努める。 

（６）環境保全に関する意識向上、率先実行の推進 

□職員向けに環境保全研修を行う。 

 □ノーマイカーデーなど、環境保全を奨励する日や月間を設ける。 

 □職員が参加できる環境保全活動について、必要な情報提供を行う。 

 □クールビズ、ウォームビズを推進する。 
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第４章 推進・点検体制及び進捗状況の公表 

 

１．推進体制 

 

   「推進本部」「推進担当者」「事務局」を設け、計画の着実な推進を行う。 

 

（１）推進本部 

町長を本部長、副町長・教育長を副本部長とし、行政事務会議をもって推進

本部とする。計画の策定、見直し及び計画の推進点検を行う。 

 

（２）推進担当者 

各課及び各出先機関に１名以上の｢推進担当者｣を置く。「推進担当者」は計画  

の推進及び進捗状況を把握しつつ、事務局と点検し、計画の総合的な推進を図

る。 

（３）事務局 

事務局を環境主管課に置き、計画全体の推進及び進捗状況を把握し、総合的

な進行管理を行う。 

 

２．点検体制 

      事務局は、推進担当者を通し、定期的に進捗状況の把握を行い、推進本部に

おいて年１回の点検評価を行う。 

 

３．職員研修及び啓発 

    本計画の推進にあたっては、職員一人ひとりが地球温暖化に対する認識を持つ

ことが大切である。そのため、必要に応じて職員を対象とした研修会を開催する。 

  また、全庁的に「エコライフＤＡＹ」などに参加して、地球温暖化に対する啓発

を図り、国・県などの情報を提供する。 

 

４．進捗状況の公表 

    計画の進捗状況、点検評価結果及び、直近年度の温室効果ガス排出量について

は、年１回町広報及びホームページ等により公表する。 
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